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第 4章　 文在寅政権の自主が直面する不確実性：
政治競争と対米中関係 1

渡邊　武

問題の所在
いわゆる「3不」政策つまり（1）韓国は米国のミサイル防衛に参加しない、（2）ターミ
ナル段階高高度地域防衛システム（THAAD）追加配備をしない、（3）日米韓協力を「同盟」
としないとの立場は「既存の立場」の確認に過ぎない。それが同政策に対する批判への康
京和外相の反論だった 2。しかし既存方針の確認は、何も選択しないことではない。脅威
が増大するときに盟邦ないし友邦への支援や協力を強化しないことは脅威増大への対応を
彼らに任せるバック・パッシングである。
他国が脅威を引き受ける能力を有していればバック・パッシングが低コストという意味
で合理的であるが、ここでバック・パッシングしているのは韓国領域内で果たすべきミサ
イル防衛上の役割である。日本はこれを代理できない。米国が代理するための THAAD配
備も「3不」政策は制約している。韓国はバック・キャッチャーを確保する見通しがない
ままバック・パッシングを選択している。
この姿勢を説明するのは対外政策上の合理性より「3不」表明に至るまでの国内政治過
程だろう。表明までに文在寅政権は米韓連合作戦の中心たる陸軍が韓国政治に介入した過
去を追及する施策を進めつつ陸軍中心の国防が基礎を置く同盟からの自主を主張してい
た。「3不」は国際政治ではなく国内政治における合理的決定者として、内政に国防を従わ
せた結果だと考えられる。
国内政治で国防に求められるのは外敵を防ぐ公式の役割だけではない。人々がそうある
べきと信じる国家の姿を示すことも国防に要求される 3。それが国内的な正統性に資する
のであれば自主追求は政治競争として行われ、同盟に基づく国防を継続しようとする軍は
政治的に中立なプロ組織ではなく、政治上の反対勢力と見なされる。
自主性欠如を理由とした国防への倫理的な批判こそが韓国の進歩系勢力の保守に対する
競争力につながってきた。そして自主とは同盟協力や安全保障上の提携から距離を取るこ
とである。本稿はかかる文在寅政権の自主が直面する課題を検討する。

政治競争としての国防における自主
2017年 9月 13日、光州事件（1980年）での韓国軍の行動に未解明の問題がないか調査
する特別委員会が現地を訪問した。やはり同日に国防部は情報保全ないし防諜を目的とす
る機務司令部に関し「民主社会の時代的要求に合致するよう権威を引き下げ」るとして同
司令部の国防部本部への支援部隊を縮小、将官級であった部隊長を大佐（大領）級に格下
げし「過去の機務司令部の非正常的慣行と不必要な行動を根絶」すると発表した 4。同部
隊長には文民が初めて就いたとの報道もある 5。後に機務司令部への追及は李明博政権で
行われた進歩系勢力に対抗するインターネット上の活動に及んだ。
機務司令部は民主化以前「保安司令部」との名称で主任務たる防諜が体制選択という政
治的競争に関わっており、全斗煥元大統領が 1979年にクーデタを起こす際に司令官を務め
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ていた。翌年、全斗煥に反対すべく武器をとった市民を軍が鎮圧する際、市民側に多数の
死傷者を出したのが光州事件である。
他方で文在寅大統領は、光州事件の調査団が現地入りしたころ「北朝鮮の脅威に直面し
て我々の軍事能力を強化する必要がある」とも述べた 6。就任間もない「玄武」2ミサイル
発射試験の視察 7とあわせ、軍の過去を追求しつつも能力強化は重視するバランス方針と
見えなくもあるまい。
しかし両者はバランスをとるべき矛盾する方向ではない。「玄武」は陸軍が運用する能力
とはいえその主流とは言いがたく、米韓連合軍として強く求められているものでもない。
そうした能力を強化する方針は、米韓連合作戦で中心を担ってきた陸軍の主流を政治勢力
と見なして地位を相対化しようとすることと一貫性があり、民主化からそれほどたたない
時期に陸軍内の政治勢力と対決した金泳三大統領の行動と類似している。
現行憲法発効による民主化後も、前任の全斗煥とともにクーデタに参加した盧泰愚が大
統領を務めていた。その後に初めて将官出身ではない大統領となった金泳三は就任間もな
くクーデタに関与したハナフェ（軍内政治組織）の有力者だった陸軍参謀総長と機務司令
官を任期途中で解任した（1993年 3月 8日）。これとほぼ同時に大統領は国防部長官に「自
主国防」態勢の強化も指示したのであった 8。
つまり陸軍から生まれた過去の体制への反対勢力として正統性を示そうとするとき陸軍
を中心としてきた同盟から自立した軍事力の強化が主張されやすい。金泳三が就任演説で
同盟よりも民族が重要と明言したように、光州事件を追及する文在寅も「韓半島問題の主
人は我々自身」9として国防上の問題への自主的な取り組みを訴えた。
このとき陸軍は政治的中立の組織ではなく政治上の反対勢力と見なされる。その点で金
泳三と文在寅には共通点がある。
金泳三大統領は上述の「自主国防」指示の際、伝統的に陸軍出身者が担ってきた合同参
謀本部（JCS）議長の権限を強化する議論（818計画）への憂慮にも言及しつつ、陸海空軍
が対等に発展すべきとも述べている 10。JCS議長権限の強化は民主化を前にした軍の地位
強化を意味するとの批判が当時あり 11、大統領が言及した818計画への憂慮とはこれを指す。
ならば陸軍中心からの修正を意味する 3軍対等な発展の指示は政治勢力としての陸軍を弱
めるものである。続いて 79年のクーデタに連隊長として関わった李弼燮 JCS議長も任期
途中で解任され後任には空軍の李養鎬が就いた（1993年 5月）。後に金泳三はやはり陸軍
出身者が大部分を占めてきた国防部長官にも李養鎬を就任させている。
李養鎬以来の空軍出身 JCS議長が文在寅大統領によって任命された鄭景斗である 12。そ
して文在寅は国防部長官にも海軍出身の宋永武を据えた。その上で文在寅は陸軍の過去の
追及と一貫性のある「我々の軍事能力を強化する」構想を主張した。米韓連合作戦のため
の能力構築とは異なる 3軍対等の発展を謳った金泳三と同様に、文在寅政権は陸軍の主流
であった米韓連合作戦での必然的役割とはいえない、自立した能力の確保を重視したので
ある。
文在寅大統領が視察した「玄武」2ミサイルは、米韓連合作戦上の要求というよりも、
むしろ米国からの疑念に抗して進められてきた開発の帰結である。「玄武」2取得が可能と
なったのは 2012年に「米韓ミサイル指針」に基づき米国が受け入れ可能な韓国保有のミサ
イルの射程が 800キロメートルに拡大したためである 13。「玄武」視察後に宋永武国防部長
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官が米側に射程 800キロメートルでの弾頭重量を 500キロから 1トンとする要請をしたこ
とを踏まえると 14、文在寅の行動は対北抑止への配慮よりも米国の統制から自立した軍事
力への選好を示すものと捉えるべきだろう。
事実、前任の朴槿恵政権への批判的姿勢にもかかわらず文在寅政権は「玄武」2の能力
を用いる「大量報復膺懲」（KMPR）戦略は引き継いでいる。この戦略は「同時に大量の精
密打撃が可能なミサイルなど打撃戦力」と特殊作戦部隊の運用で「北韓の戦争指導部を含
む指揮部」を直接攻撃するとして朴槿恵政権が表明した 15。朴槿恵による多くの政策を否
定する立場で当選した文在寅大統領であるが 2017年 8月、KMPRなど「3軸システム」を
いつまでにどのように構築するのか具体的計画を立てるように指示し 16、これを受け国防
部は同システムを「2020年代初めまでに可能にすることが目標」だと表明した 17。

エスカレーション防止との相克
金泳三と文在寅と同様に、盧武鉉大統領も国防部長官に陸軍出身ではない尹光雄（予備
役海軍中将）を任命し、光州事件に連隊長として関わったとして国防部次官を辞任させ陸
軍の過去を追及した。並行して盧武鉉政権は自主的国防を標榜し米韓連合軍司令部（CFC）
司令官（米陸軍大将）が韓国軍部隊にも行使する戦時作戦統制権（OPCON）の「還収（取
り戻すこと）」を要求している 18。同様に文在寅も空軍出身の鄭景斗 JCS議長の就任式で軍
による OPCON「還収」準備の努力を支援すると述べた 19。
しかし盧武鉉政権は KMPRのようなエスカレーションにおける自律性は求めていない。
盧武鉉政権下で OPCON移管論議が進んだ背景にはおそらく韓国が危険を引き起こさない
現状維持勢力となったとの米側の認識があった。CFCが保持する OPCONは韓国軍の危険
な独自行動を米国が防止する装置でもある 20。
近年の韓国が独自エスカレーションに傾いたのは李明博政権からである。無用な紛争
に巻き込まれる懸念に直面した米国は OPCON移管へ消極姿勢に転じた。朴槿恵政権の
KMPRも同様な問題があるならそれを文在寅政権が引き継いだことが OPCON移管の実現
と矛盾しかねない。
李明博政権下の延坪島砲撃後に米国はこれに報復しようとした韓国軍の計画をあまりに
攻撃的で危険だと見なし韓国の報復を制止する 21。それでも当時の金寛鎭・韓国国防部長
官は翌 2011年、北朝鮮の局地的軍事行動に対し現地司令官が「先に措置し、後で報告する
こと」22を要旨とする「積極的抑止戦略」23を主張するに至る。
これは韓国の独自判断によるエスカレーションの可能性を示し、CFCの目的にその防止
が含まれるのならば当該機能を強化しなければならない。1994年に CFCの役割が「戦時」
に発動する米韓連合作戦に限定された後、局地的軍事行動に米韓が共同で対処する機能を
担う機関は事実上なくなった。言い換えれば「戦時」と認定されない状況下では、米側に
よる韓国軍への統制が著しく弱まった。これが延坪島砲撃時、韓国軍独自の報復計画が米
側をおそれさせるに至った事態の必要条件だったと言ってよかろう。
韓国が「積極的抑止戦略」を標榜し始めた翌年、2012年の第 44回米韓安保協議会議

（SCM）で「米韓挑発対処計画」を樹立する方針が発表されている 24。これは非「戦時」
における米側による韓国軍への統制能力の確保につながる動きだった。半年ほど後の
2013年 3月に両軍が公式に署名した「連合局地挑発対処計画」（CCPP: Combined Counter- 
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Provocation Plan）は韓国軍主導とはしているものの 25両軍「連合」の対処計画である。そ
うである以上、韓国が単独で「支援勢力」まで強力に報復する 26エスカレーションの可能
性は狭められる 27。韓国側で CCPPを「共同」対処計画と呼称したのは、「連合」（Combined）
が OPCONの対象たる米韓連合作戦と重なる用語であり、忌避されたためであろう。

2015年とされていた OPCON移管についても第 44回 SCM後に再検討が進められ 28、
CCPP署名に続く翌 2013年 6月に実現可能性の低い内容となって明らかにされた。おそら
く米国は類似した意図で CCPP樹立と OPCON移管の再検討を進めたのだろう。再検討結
果によれば OPCON移管後 CFCと類似した規模の「連合戦区司令部」司令官の地位を韓国
側が受け持つのだという 29。米軍が韓国軍司令官の統制下で行動することは他地域の事例
から見て考えがたい。米側は移管の意思を失ったが故にこのような構想に応じたと考えら
れる。やがて 2014年に OPCON移管時期が設定されなくなり「条件に基づく」（conditions-
based）形での移管となった 30。

OPCON維持と CCPP樹立の検討を開始した 2012年に「米韓ミサイル指針」も緩和され
た。韓国が新「ミサイル指針」によってエスカレーションの能力を確保可能になるのなら
米側としては韓国を統制する手段の維持と強化が必要になる。米国にとって「ミサイル指
針」緩和の交換条件が OPCON維持と CCPP樹立だったのかもしれない。
文在寅政権下でも KMPRに米国はおそらく否定的である。文在寅政権で初めてとなっ
た第 49回 SCMの共同声明（第 7項）では、米韓連合防衛態勢を強化すべく早急に韓国
が構築するシステムとして韓国型ミサイル防衛（KAMD）と Kill Chainが挙げられたが、
KMPRには直接的な言及がなかった 31。同項目は米韓双方が「新ミサイル指針の下で弾頭
重量の制約を取り除くとの両国大統領の決定をできるだけ早い機会に実行する」とも述べ
る。KMPRを危険性の低い方向に修正することが「新ミサイル指針」を米国が許容する要
件だった可能性がある。翌 2018年 1月に明らかにされた国防部の業務計画で KMPRに関
して強調されたのは、ミサイル戦力の増強ではなくほとんど特殊部隊の強化だけだった 32。

政治的自主の限界：中国の変化
以上見てきた通り北朝鮮に対処する上で韓国が果たす役割は対米関係上、既定の部分が
多く政治的な選択の余地は大きくない。OPCON移管の議論を進めた盧武鉉政権でもその
前提には米国の同意があり、自主国防を標榜しても私有地の取得さえして米軍駐留の維持
を図っている 33。政治判断の余地の大きい分野は既存の同盟で対処目標となっている北朝
鮮ではない。同盟の対処目標から外されており、従って米国に協力しなくても既存の同盟
を否定することにならない対中戦略により大きな政治判断の余地がある。
しかし米側は米軍の対中戦略における役割を認めることも OPCON移管の交換条件とし
てきた 34。従って OPCON移管という自主の追求によって韓国は自主の余地を狭める要求
も米国から受けることとなる。この矛盾点についても盧武鉉政権期に比して文在寅政権は
より大きな困難を抱えている。これから説明していく通り在韓米軍に関し中国の立場が北
朝鮮に接近してきており、同盟による北朝鮮への抑止と中国の要求が対立しやすくなった
ためである。
盧武鉉政権の場合、中国との関係での対米自主は「北東アジアバランサー」論として現
れた。盧武鉉大統領の就任 2周年演説（2005年 2月 25日）では韓国軍は OPCONを持つ「自
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主軍隊」として北東アジアにおける「バランサー」としての役割を果たさなければならな
いとされていた。その後に公表された説明文書は「バランサー」構想の対象から北朝鮮核
問題を外しつつ米中関係に焦点をあてて 35韓国の役割を北東アジア国家間の仲介者と定義
した 36。

1年余り前、2003年の SCMで米側が提示していた在韓米軍の「戦略的柔軟性」（朝鮮半
島ないし韓国領域外の北東アジアにおける役割）を盧武鉉は意識していたのだろう。米韓
の同盟関係において対中政策が確立される前に、政治的選択をしようと盧武鉉は試みたの
である。2006年 1月 19日に韓国は「世界」戦略としての戦略的柔軟性のみ理解を示しつ
つ米国に対し「韓国人が意思に反して北東アジアにおける紛争に巻き込まれる」ことを忌
避する旨を表明した。これは事実上、在日米軍が日米安保条約 6条（極東有事）で果たす
機能と類似した接受国領域外での役割を在韓米軍にも与える意味での「柔軟性」を受け入
れない姿勢だった 37。
文在寅政権もまた北朝鮮への抑止に比べれば、米国の盟邦として進めることが所与の前
提とはなっていない中国との安全保障関係において、米国からの自主を志向している。「3
不」政策とはミサイル防衛協力の進展を回避することで米国の盟邦としてではない中国と
の関係構築を企図するものに他ならない。

2017年 9月の中韓外相会談では中国側の発表だけが THAAD問題の適切な解決策を探す
との康京和韓国外相の立場表明を明記した 38。おそらく中国から要求されたその解決策の
検討結果が 10月 30日の国会における康京和外相の「3不」政策表明 39だったと考えられ
る。国会での「3不」政策の表明は翌 31日の関係改善に向けた中韓協議の共同発表にあ
わせたものでもある。この中韓協議の共同発表で中国側はまさに康京和外相が「3不」で
言及したミサイル防衛の構築、THAAD追加配備、日米韓軍事協力について「立場と憂慮」
を表明した 40。中朝協議の共同発表で韓国側が中国の「立場と憂慮」に応えるべく「改め
て説明した」とされている「公開的に明らかにしてきた関連する立場」41も疑いなく「3不」
政策であろう。

12月の訪中直前、文在寅大統領も中国中央テレビ（CCTV）司会者に「3不」政策の信
頼性を中国国民に説明するよう求められ、同政策が「過去から韓国が守ってきた立場」で
ありそれに基づいて相互理解することが 10月 31日の中韓協議だったと述べている 42。こ
れは中国側が文在寅大統領の訪中を受け入れる前に念押しをしたとも読み取れる。
対中関係での自主を追求する際、盧武鉉と文在寅の政権はいずれも米韓同盟が北朝鮮へ
の抑止に集中していれば中国との対立は発生しないとの前提をおいていた。盧武鉉政権の
場合「戦略的柔軟性」拒否で在韓米軍の役割を半島内に限定した点にそれが示される。同
様に文在寅政権でも「3不」政策に反しない「同盟」ではないところの日米韓協力とは「北
韓の核・ミサイル脅威に対して抑止力を増進し、実効的に対応するための範囲で行われる
もの」とされている 43。言い換えればこれも北朝鮮への抑止の集中であり、それで中国と
の対立が回避できると文在寅政権が認識していることになる。
しかし中国の在韓米軍そのものへの姿勢が、北朝鮮と接近すれば上の前提は崩れる。確
かに中朝間で著しい論争が公に展開された。しかし安全保障上の提携関係とは同じ目標に
対応することであり、相互に好意を抱くことでも論争がないことでもない。中朝間に論争
があっても、朝鮮戦争の休戦協定に基づく体制から転換する平和体制に関し、両者の論理
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は重なってきている。
中国が関わる平和体制の構築は文在寅政権が対外政策を自主的に進めていく上での重要
課題である。2017年 6月 15日、2000年の南北首脳会談を記念する演説で文在寅大統領は
「韓半島問題の主人は我々自身」と述べた上で南北間合意を履行していくことで達成される
べき目標として「北韓核の完全な破棄と韓半島の平和体制構築、そして米朝関係の正常化」
をあげた 44。
非核化と平和体制を目標として並列する文在寅大統領の姿勢は一見すると、非核化と
休戦協定の平和協定への転換を同時に進めるという中国提案の「双軌並行」と親和性が
あるように思える。しかし「双軌並行」と同義の提案を中国が公にし始めたのは米韓が
THAAD配備に向けた協議開始で合意して（2016年 2月 7日）間もなく開催された中韓戦
略対話の翌日のことだった（同月 17日）45。おそらく「双軌並行」には米韓同盟への中国
の否定的な意図が反映されており韓国の国防上の利益とは一致しない。
実際、米韓が THAAD配備で合意するとその翌日、劉振民・中国外交部副部長が「軍事
同盟は特定の時代の産物」としつつ韓国配備の THAADをその例にあげている。その上で
劉副部長は半島非核化と休戦協定の平和協定への転換を並行して推進すべきだと述べた 46。
この論理は、平和協定の締結により米韓同盟が「遺物」となるという北朝鮮の主張と差異
が少ない。
「同盟」全般ではなく米韓同盟を名指しで「遺物」扱いする主張を中国はかつてしてお
らず、最初の事例は李明博政権下の 2008年 5月だった 47。盧武鉉政権期の韓国が「バラン
サー」論を主張したときはまだ中国は米韓同盟の機能に対する否定的な姿勢を明確化して
いなかった。その前提がいま失われつつある。
北朝鮮は局地的軍事行動によって米韓を同盟弱体化の方向、すなわち北朝鮮が考える平
和体制の受け入れに向けて動かそうとする強制外交を選好してきた。同様に中国が文在寅
政権に要求した「3不」政策は同盟発展を止める明確なレッドラインとなった。そして韓
国が THAAD配備後に経済的な制裁を受けたと認識している以上、レッドラインを越えた
際に取られる報復手段は明確に示されており、かつ当該報復の信頼性は十分である。韓国
に「3不」を受け入れさせることで中国は米韓同盟発展への抑止力として経済力を稼働さ
せた。
北朝鮮のミサイル能力の進展で米韓連合作戦による報復的抑止の信頼性が揺るがないよ
うにする上で、現状の日米韓ミサイル防衛が十分だとの根拠はおそらくない。そうだとす
れば中国の米韓ミサイル防衛協力に対する経済的抑止力は、米韓同盟の機能を弱体化させ
る北朝鮮の目標と一致する。韓国が対中関係で米国の盟邦としての立場を離れて自主を追
求しようとすることは、米韓同盟の北朝鮮への抑止機能と一致しなくなりつつある。

結語
最初の THAAD配備は既定方針であるため文在寅政権にとっても政治的選択の余地は少
なかった。政権はそれを受け入れつつ、今後は拒否する「3不」政策を採用することで政
治的な意思を国防に反映させた。この政権は国際政治よりは国内政治における合理的決定
者だと言える。金泳三と盧武鉉と同様に文在寅政権も陸軍を政治勢力として追及しつつ海
空軍出身者を高位に就けながら同盟からの自主を志向した。国内政治における合理的選択
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としての自主が「3不」政策の選好につながったと考えられる。
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